
水 道 事 業 会 計 予 算



 



　議案第３８号

　（総則）

第１条　令和８年度藤岡市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）給 水 戸 数 戸

（２）年間総給水量 ㎥

（３）一日平均給水量 ㎥

（４）主な建設改良事業 

　　　　一 般 拡 張 事 業 千円

　　　　設 備 改 良 事 業 千円

　　　　負 担 工 事 事 業 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　水 道 事 業 収 益 千円 　第１款　水 道 事 業 費 用 千円

　　第１項　営 業 収 益 千円 　　第１項　営 業 費 用 千円

　　第２項　営 業 外 収 益 千円 　　第２項　営 業 外 費 用 千円

　　第３項　特 別 利 益 千円 　　第３項　特 別 損 失 千円

　　第４項　予 備 費 千円

令和８年度藤岡市水道事業会計予算

２７,７００

８,２４３,０００

２２,５８４

２７,６２６

５８１,１８９

５,１７８

収　　　　　　入 支　　　　　　出

１,４３１,９７２ １,３９４,０７０

１,２８３,３７４ １,２８６,０２９

１４８,５９６ ８７,４４０

２ ６０１

２０,０００
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５７９，７４７千円は、当年度分

　消費税及び地方消費税資本的収支調整額５５，９５７千円、過年度分損益勘定留保資金５２３，７９０千円で補てんするものとする。）。

　第１款　資 本 的 収 入 千円 　第１款　資 本 的 支 出 千円

　　第１項　企 業 債 千円 　　第１項　建 設 改 良 費 千円

　　第２項　負 担 金 千円 　　第２項　企 業 債 償 還 金 千円

　　第３項　予 備 費 千円

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円

千円

千円

千円

千円

収　　　　　　入 支　　　　　　出

４１６,４７８ ９９６,２２５

４１１,３００ ６１７,０６４

５,１７８ ３４９,１６１

３０,０００

事　　　　　項 期　　　間 限　度　額

遠方監視装置更新事業 令和９年度 ３４２,０００ 千円

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

老朽管更新事業 ７０,５００

配水管整備事業 １４,８００

遠方監視装置更新事業 １８２,２００

ろ過設備設置事業 １４３,８００

計 ４１１,３００

証書借入
又は

証券発行

　年５．０％以内
（ただし、利率見直し方式

で借り入れる政府資金・地方
公共団体金融機構及び銀行そ
の他の資金について、利率の
見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率。）

　政府資金については、その融資条件に
より、銀行その他の場合には、その債権
者と協定するものによる。
　ただし、企業財政の都合により据置期
間及び償還期限の短縮、若しくは繰上償
還又は低利に借換することができる。



　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　水道事業費用の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合

　は、議会の議決を経なければならない。

（１）職 員 給 与 費 千円

（２）交 際 費 千円

　（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は２０，０００千円と定める。

　　令和８年２月２７日提出

　　令和８年３月１９日可決 藤岡市長　　新　井　雅　博　　　　

１７３,６５４

１０
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水道 事 業 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書



 



令和８年度藤岡市水道事業会計予算実施計画　･･･････････････････････････････････････････････････････ ４

令和８年度藤岡市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書　･･･････････････････････････････････････ ８

給与費明細書　･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ９

債務負担行為に関する調書　･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････ １６

令和８年度藤岡市水道事業予定貸借対照表　･････････････････････････････････････････････････････････ １７

令和７年度藤岡市水道事業予定損益計算書　･････････････････････････････････････････････････････････ ２３

令和７年度藤岡市水道事業予定貸借対照表　･････････････････････････････････････････････････････････ ２５

予　算　に　関　す　る　説　明　書
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　収　　入 （単位　千円）

予定額 備　　　　　考

１ 水道事業収益 1,431,972

１ 営業収益 1,283,374

１ 給水収益 1,242,100 水道料金収入（課税）

２ 受託工事収益 10,420 他課等からの依頼工事（不課税）

３ 加入金 28,963 水道加入金（課税）

４ その他の営業収益 1,891 材料売却（課税）、手数料（非課税）

２ 営業外収益 148,596

１ 受取利息及び配当金 1,800 預金利息（非課税）

２ 賃貸料 20,218 施設使用料（課税及び非課税）

３ 負担金 19,819 使用料徴収事務及び施設使用に対する負担金（課税）

４ 補助金 9,218 国庫補助金（不課税）

５ 長期前受金戻入 96,005 長期前受金の収益化（不課税）

６ 雑収益 1,536 指定給水装置工事事業者指定手数料（非課税）

３ 特別利益 2

１ 固定資産売却収益 1 固定資産の売却

２ 過年度損益修正益 1 過年度分の損益の修正

令和８年度藤岡市水道事業会計予算実施計画

（収益的収入及び支出）

款 項 目



　支　　出 （単位　千円）

予定額 備　　　　　考

１ 水道事業費用 1,394,070

１ 営業費用 1,286,029

１ 原水及び浄水費 365,607 取水及び浄水施設等の維持管理費

２ 配水及び給水費 170,795 配水施設等の維持管理費

３ 受託給水工事費 35,481 給水装置工事等の維持管理費

４ 業務費 74,475 事業収入に伴う管理費

５ 総係費 70,328 一般管理費

６ 減価償却費 568,062 資産の減価償却費（不課税）

７ 資産減耗費 1,280 資産の除却、たな卸資産減耗費（不課税）

８ その他営業費用 1 材料売却原価（不課税）

２ 営業外費用 87,440

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 73,206 企業債利息（非課税）

２ 消費税及び地方消費税 14,234 消費税及び地方消費税

３ 特別損失 601

１ 固定資産売却損 1 固定資産の売却損（不課税）

２ 過年度損益修正損 600 減免等に伴う調定減（課税）

４ 予備費 20,000

１ 予備費 20,000

款 項 目
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　収　　入 （単位　千円）

予定額 備　　　　　考

１ 資本的収入 416,478

１ 企業債 411,300

１ 企業債 411,300 老朽管更新事業、配水管整備事業、遠方監視装置更新事

業、ろ過設備設置事業に伴う企業債（不課税）

２ 負担金 5,178

１ 一般会計負担金 2,178 消火栓新設に伴う負担金（不課税）

２ 工事負担金 3,000 配水管移設等補償金（不課税）

（資本的収入及び支出）

款 項 目



　支　　出 （単位　千円）

予定額 備　　　　　考

１ 資本的支出 996,225

１ 建設改良費 617,064

１ 一般拡張費 27,626 配水管布設工事（課税）

２ 設備改良費 581,189 老朽管布設替工事、浄水施設整備費（課税）

３ 負担工事費 5,178 配水管移設等工事（課税）

４ 固定資産購入費 3,071 量水器出庫（不課税）、車両運搬具購入（課税）

２ 企業債償還金 349,161

１ 企業債償還金 349,161 企業債償還金（不課税）

３ 予備費 30,000

１ 予備費 30,000

款 項 目
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）当期純利益
　（２）減価償却費
　（３）固定資産除却費
　（４）貸倒引当金の増減額　（△は減少）
　（５）長期前受金戻入額
　（６）引当金の増減額　（△は減少）
　（７）受取利息及び受取配当金
　（８）支払利息
　（９）未収金の増減額　（△は増加）
　（10）たな卸資産の増減額　（△は増加）
　（11）その他流動資産の増減額　（△は増加）
　（12）未払金の増減額　（△は減少）
　（13）前受金の増減額　（△は減少）
　（14）その他流動負債の増減額　（△は減少）
　　　　小計
　（15）利息及び配当金の受取額
　（16）利息の支払額
　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　（１）有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出
　（２）有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入
　（３）他会計負担金による収入
　（４）国庫補助金等による収入
　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　（２）建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出
　（３）他会計からの出資による収入
　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　資金増加額（又は減少額）
　　　資金期首残高
　　　資金期末残高

令和８年度藤岡市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

（単位　円）

127,388
568,062,000

980,000
△ 5,000

△ 96,005,000
1,058,342

△ 1,800,000
73,206,000
57,175,788

△ 15,508,819
0

12,249,322
0

12,700,870
612,240,891

1,800,000
△ 73,206,000

540,834,891

△ 561,107,369
0

5,178,000
0

△ 555,929,369

411,300,000
△ 349,161,000

0
62,139,000

47,044,522
901,861,467
948,905,989



１　総括 （単位　千円）

特別職 一般職

（人） （人）

(5)

21

(7)

19

(△2)

2

　(　)内は、定年前再任用短時間勤務職員・暫定再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員の職員数

（単位　千円）

特殊勤務 時間外勤務
手　　当 手　　　当

本年度 2,328 336 1,351 240 5,817 5,008 19,375 17,572 52,027

前年度 2,358 336 1,093 240 3,920 5,168 17,735 16,174 47,024

比　較 △ 30 0 258 0 1,897 △ 160 1,640 1,398 5,003

　(注)　・　本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額１１，８０５千円が含まれる。

　　　　・　本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当支給に伴う法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額２，３

　　　　　５２千円が含まれる。

給　　与　　費　　明　　細　　書

職　員　数 給　　　　与　　　　費

区　　　　分 法定福利費 合　計
報　酬 給　料 手　当 退職給付費 計

本年度 8,101 84,293 52,027 1,000 145,421 28,233 173,654

前年度 8,791 80,892 47,024 1,000 137,707 26,382 164,089

比　較 △ 690 3,401 5,003 0 7,714 1,851 9,565

手当の　
内　訳

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 計
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２　 給料及び手当の増減額の明細

区　分 増減額（千円） 説　　　　明

給　料 3,401 給与改定に伴う増減分 2,868 平均改定率3.3％

普通昇給に伴う増加分 226 平均昇給率1.01％

その他の増減分 307 構成の変動等

手　当 5,003 制度改正に伴う増減分 407 期末勤勉手当支給率の引上げ

（引上率0.05月）

その他の増減分 4,596 構成の変動等

増減事由別内訳（千円） 備　　　　　考



３　 給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（円） 345,709

（円） 405,659

（歳） 43.0

（円） 334,031

（円） 384,132

（歳） 43.3

（２）初任給

高　校　卒 200,300 200,300

短　大　卒 213,100 213,100

大　学　卒 232,000 232,000

高　校　卒 188,000 188,000

短　大　卒 201,000 201,000

大　学　卒 220,000 220,000

区　　　　　　　分 行政職

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

一般会計の制度

行政職（円）

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在

区　　　分 学　歴 行政職（円）

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在
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（３）級別職員数

級 職員数（人）

８　級 1

７　級 1

６　級 3

５　級 1

４　級 2

３　級 11

(1)

1

１　級 1

(1)

21

８　級 1

７　級 1

６　級 2

５　級 2

４　級 1

３　級 8

(2)

3

１　級 1

(2)

19

　（　）内は、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用短時間勤務職員の職員数

行 政 職

構成比（％） 標準的な職務内容

4.8 　部長

4.8 　参事

14.2 　課長

4.8 　課長補佐

9.5 　係長・主査

52.3 　係長代理

(100.0)

4.8

4.8 　主事・技師

(100.0)

100.0

5.3 　部長

5.3 　参事

10.5 　課長

10.5 　課長補佐

5.3 　係長・主査

42.1 　係長代理

(100.0)

15.7

5.3 　主事・技師

(100.0)

100.0

区 分

２　級 　主任

計

２　級 　主任

計

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在



（４）昇給

（人）

（人）

２ 号 給 （人）

３ 号 給 （人）

４ 号 給 （人）

（％）

（人）

（人）

２ 号 給 （人）

３ 号 給 （人）

４ 号 給 （人）

（％）

区　　　　　　　　　　　　　　　分 行　政　職

　職　　員　　数　 (A) 21

　昇給に係る職員数 (B) 19

2

2

15

比　率 （B）／（A） 90.5

　職　　員　　数　 (A) 19

　昇給に係る職員数 (B) 17

3

2

12

比　率 （B）／（A） 89.5

号給数別
内　　訳

号給数別
内　　訳

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在
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（５）特殊勤務手当

（６）期末手当・勤勉手当

１２月

(1.225) (2.45)

2.325 4.65

(1.2) (2.4)

2.3 4.6

(1.225) (2.45)

2.325 4.65

　（　）内は、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員の支給率

区　　　　　　　　　分 行　政　職

　支給対象職員の比率

　（令和８年１月１日現在）

業務手当

　塩素の取り扱い及び当該施設の維持管理に従事した職員

支給期別支給率（月分）

６月

(1.225)

2.325

(1.2)

2.3

(1.225)

2.325

　給料総額に対する比率 （％） 0.38

（％） 33.33

　支給対象職員１人当たり平均支給月額 （円） 4,000

　特殊勤務手当の名称

区　　　　　分 支給率計（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　考

本　　年　　度 有

前　　年　　度 有

一般会計の制度 有



（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

（月分） （月分） （月分） （月分）

一般会計の制度

（支 給 率 等）

（８）その他の手当

区　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

区　　　分 その他の加算措置等 備　　考

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 国に同じ

24.586875 33.27075 47.709 47.709 国に同じ

扶　養　手　当 同　　　　じ

住　居　手　当 同　　　　じ

通　勤　手　当 同　　　　じ
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（単位　千円）

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額

令和５年度から 令和８年度から 営業収益

令和７年度まで 令和１０年度まで 157,608

令和５年度から 令和８年度から 営業収益

令和７年度まで 令和１０年度まで 34,670

令和５年度から 営業収益

令和７年度まで 7,260

損益勘定留保資金等

342,000

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

前年度末までの支払義務発生(見込)額 当該年度以降の支払義務発生予定額
事　　項 限度額 左の財源内訳

窓口・料金徴収業務委託費 275,000 105,072 157,608

水道情報統合システム導入事業 65,000 23,113 34,670

中央浄水場夜間運転監視業務委託費 25,000 14,520 令和８年度 7,260

遠方監視装置更新事業 342,000 令和９年度 342,000



１　固 定 資 産
（１）　有 形 固 定 資 産
　　　イ　土　　　地
　　　ロ　建　　　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ハ　構　築　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ニ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額
　　　ホ　量　水　器
　　　　　減価償却累計額
　　　ヘ　車両運搬具
　　　　　減価償却累計額
　　　ト　工具、器具及び備品
　　　　　減価償却累計額
　　　チ　建設仮勘定

　　　　有 形 固 定 資 産 合 計

（２）　無 形 固 定 資 産
　　　イ　ダム使用権

　　　　無 形 固 定 資 産 合 計

　　　　固 定 資 産 合 計

令和８年度藤岡市水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（令和９年３月３１日）

（単位　円）
資　　産　　の　　部

403,394,392
682,183,449

△ 467,421,441 214,762,008
20,155,524,012

△ 10,115,077,119 10,040,446,893
6,118,023,435

△ 3,774,200,294 2,343,823,141
96,207,482

△ 59,426,863 36,780,619
36,199,856

△ 25,467,356 10,732,500
62,008,381

△ 52,583,341 9,425,040
320,005,457

13,379,370,050

2,636,922,484

2,636,922,484

16,016,292,534
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２　流 動 資 産
（１）　現 金 ・ 預 金

（２）　未 収 金
　　　イ　営 業 未 収 金
　　　ロ　営 業 外 未 収 金
　　　ハ　そ の 他 未 収 金
　　　　貸 倒 引 当 金

（３）　貯 蔵 品
　　　イ　材　　　料
　　　ロ　貯 蔵 量 水 器

　　　　流 動 資 産 合 計

　　　　資 産 合 計

948,905,989

85,328,165
0
0

△ 284,000 85,044,165

37,888,929
3,818,760 41,707,689

1,075,657,843

17,091,950,377



３　固 定 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　引 当 金
　　　イ　退 職 給 付 引 当 金
　　　ロ　修 繕 引 当 金
　　　　引 当 金 合 計

　　　　固 定 負 債 合 計

４　流 動 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　未 払 金
　　　イ　営 業 未 払 金
　　　ロ　そ の 他 未 払 金
　　　ハ　未払消費税及び地方消費税
　　　　未 払 金 合 計

（３）　引 当 金
　　　イ　賞 与 引 当 金
　　　ロ　法定福利費引当金
　　　　引 当 金 合 計

（４）　そ の 他 流 動 負 債
　　　イ　預 り 金
　　　　そ の 他 流 動 負 債 合 計

　　　　流 動 負 債 合 計

負　　債　　の　　部

4,705,056,764
4,705,056,764

64,585,000
38,589,299

103,174,299

4,808,231,063

339,234,000
339,234,000

11,375,457
0

14,233,800
25,609,257

12,707,367
2,531,975

15,239,342

24,018,960
24,018,960

404,101,559
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５　繰 延 収 益
　　　　長 期 前 受 金
　　　　収 益 化 累 計 額
　　　　繰 延 収 益 合 計

　　　　負 債 合 計

６　資 本 金
　　　　資 本 金

７　剰 余 金
（１）　資 本 剰 余 金
　　　イ　受 贈 財 産 評 価 額
　　　ロ　工 事 負 担 金
　　　ハ　国 県 補 助 金
　　　ニ　他 会 計 負 担 金
　　　ホ　他 会 計 補 助 金

　　　　資 本 剰 余 金 合 計

（２）　利 益 剰 余 金
　　　イ　減 債 積 立 金
　　　ロ　当年度未処分利益剰余金

　　　　利 益 剰 余 金 合 計

　　　　剰 余 金 合 計

　　　　資 本 合 計

　　　　負 債 資 本 合 計

4,717,730,511
△ 2,060,108,799

2,657,621,712

7,869,954,334

資　　本　　の　　部

8,938,713,867

97,919,506
139,303,067
14,686,315
19,172,821
12,073,079

283,154,788

0
127,388

127,388

283,282,176

9,221,996,043

17,091,950,377



　注記

Ⅰ．重要な会計方針
　平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用し、財務諸表等を作成している。
　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　たな卸資産（貯蔵品）　　　　　　先入先出法による原価法によっている。
　２　固定資産の減価償却の方法
　（１）　有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物　　　　　　　　　　　２０～５０年
　　　　　　構築物　　　　　　　　　　１０～６０年
　　　　　　機械及び装置　　　　　　　　６～２０年
　　　　　　器具及び備品　　　　　　　　２～１５年
　（２）　無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　ダム使用権　　　　　　　　　　　５５年
　３　引当金の計上方法
　（１）　退職給付引当金
　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額（簡便法により算出）に相当する金額を計上している。
　　　　なお、一般会計が負担すると見込まれる金額８２，２９４千円は除く。
　（２）　賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月
　　　までの４ヶ月分）を計上している。
　（３）　法定福利費引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額
　　　（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。
　（４）　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。
　４　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
　　　なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。
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Ⅱ．予定貸借対照表等関連
　１　担保に供している資産及びこれに対応する債務はなし。
　２　企業債の償還に係る他会計の負担はなし。
　３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項はなし。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

Ⅳ．その他の注記
　１　引当金の取崩し
　（１）　賞与引当金の取崩し
　　　　令和８年度において、期末手当及び勤勉手当として３５，３０３千円を支給することとなったため、賞与引当金１２，６７０千円を取
　　　り崩した。
　（２）　法定福利費引当金の取崩し
　　　　令和８年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として６，９９４千円を支給することとなったため、法定福利費引当金
　　　２，５１１千円を取り崩した。
　（３）　貸倒引当金の取崩し
　　　　令和８年度において、債権の不納欠損による損失２８９千円に充てることとなったため、貸倒引当金２８９千円を取り崩した。
　２　新会計基準移行に係る経過措置
　（１）　修繕引当金に関する経過措置
　　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。
　（２）　みなし償却制度の廃止に伴う経過措置
　　　　平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で、現に資本剰余金として整理している額については、
　　　平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金との対応関係を個別的に把握できる資産を除いた
　　　すべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的
　　　に整理している。



１　営 業 収 益
（１）　給 水 収 益
（２）　受 託 工 事 収 益
（３）　加 入 金
（４）　そ の 他 営 業 収 益

２　営 業 費 用
（１）　原 水 及 び 浄 水 費
（２）　配 水 及 び 給 水 費
（３）　受 託 給 水 工 事 費
（４）　業 務 費
（５）　総 係 費
（６）　減 価 償 却 費
（７）　資 産 減 耗 費
（８）　そ の 他 営 業 費 用

　　　営 業 損 失

３　営 業 外 収 益
（１）　受 取 利 息 及 び 配 当 金
（２）　賃 貸 料
（３）　負 担 金
（４）　他 会 計 補 助 金
（５）　長 期 前 受 金 戻 入
（６）　雑 収 益

４　営 業 外 費 用
（１）　支払利息及び企業債取扱諸費
（２）　雑 支 出

　　　経 常 損 失

令和７年度藤岡市水道事業予定損益計算書（前年度分）
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位　円）

1,067,913,637
16,034,365
26,850,000
1,800,910 1,112,598,912

329,120,030
172,019,652
41,509,825
72,061,826
87,968,382
543,779,000
27,387,000

1,000 1,273,846,715

161,247,803

1,000,000
18,671,547
17,581,821
71,188,000
97,130,000
1,014,535 206,585,903

62,268,000
8,286,828 70,554,828 136,031,075

25,216,728
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５　特 別 利 益
（１）　固 定 資 産 売 却 益
（２）　過 年 度 損 益 修 正 益

６　特 別 損 失
（１）　固 定 資 産 売 却 損
（２）　過 年 度 損 益 修 正 損

　　　当 年 度 純 損 失

　　　前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 

　　　当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 

910
910 1,820

1,000
545,455 546,455 △ 544,635

25,761,363

145,976,621

120,215,258



１　固 定 資 産
（１）　有 形 固 定 資 産
　　　イ　土　　　地
　　　ロ　建　　　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ハ　構　築　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ニ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額
　　　ホ　量　水　器
　　　　　減価償却累計額
　　　ヘ　車両運搬具
　　　　　減価償却累計額
　　　ト　工具、器具及び備品
　　　　　減価償却累計額
　　　チ　建設仮勘定

　　　　有 形 固 定 資 産 合 計

（２）　無 形 固 定 資 産
　　　イ　ダム使用権

　　　　無 形 固 定 資 産 合 計

　　　　固 定 資 産 合 計

令和７年度藤岡市水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（令和８年３月３１日）

（単位　円）
資　　産　　の　　部

403,394,392
682,183,449

△ 456,910,441 225,273,008
20,034,648,554

△ 9,741,706,119 10,292,942,435
5,826,354,015

△ 3,669,463,874 2,156,890,141
94,666,482

△ 58,897,863 35,768,619
34,808,946

△ 22,858,356 11,950,590
62,008,381

△ 49,537,341 12,471,040
191,085,456

13,329,775,681

2,694,451,484

2,694,451,484

16,024,227,165
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２　流 動 資 産
（１）　現 金 ・ 預 金

（２）　未 収 金
　　　イ　営 業 未 収 金
　　　ロ　営 業 外 未 収 金
　　　ハ　そ の 他 未 収 金
　　　　貸 倒 引 当 金

（３）　貯 蔵 品
　　　イ　材　　　料
　　　ロ　貯 蔵 量 水 器

　　　　流 動 資 産 合 計

　　　　資 産 合 計

901,861,467

70,341,448
72,162,505

0
△ 289,000 142,214,953

23,839,110
2,359,760 26,198,870

1,070,275,290

17,094,502,455



３　固 定 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　引 当 金
　　　イ　退 職 給 付 引 当 金
　　　ロ　修 繕 引 当 金
　　　　引 当 金 合 計

　　　　固 定 負 債 合 計

４　流 動 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　未 払 金
　　　イ　営 業 未 払 金
　　　ロ　そ の 他 未 払 金
　　　ハ　未払消費税及び地方消費税
　　　　未 払 金 合 計

（３）　引 当 金
　　　イ　賞 与 引 当 金
　　　ロ　法定福利費引当金
　　　　引 当 金 合 計

（４）　そ の 他 流 動 負 債
　　　イ　預 り 金
　　　　そ の 他 流 動 負 債 合 計

　　　　流 動 負 債 合 計

負　　債　　の　　部

4,632,991,195
4,632,991,195

63,585,000
38,589,299

102,174,299

4,735,165,494

349,160,569
349,160,569

13,359,935
0
0

13,359,935

12,670,000
2,511,000

15,181,000

11,318,090
11,318,090

389,019,594
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５　繰 延 収 益
　　　　長 期 前 受 金
　　　　収 益 化 累 計 額
　　　　繰 延 収 益 合 計

　　　　負 債 合 計

６　資 本 金
　　　　資 本 金

７　剰 余 金
（１）　資 本 剰 余 金
　　　イ　受 贈 財 産 評 価 額
　　　ロ　工 事 負 担 金
　　　ハ　国 県 補 助 金
　　　ニ　他 会 計 負 担 金
　　　ホ　他 会 計 補 助 金

　　　　資 本 剰 余 金 合 計

（２）　利 益 剰 余 金
　　　イ　減 債 積 立 金
　　　ロ　当年度未処分利益剰余金

　　　　利 益 剰 余 金 合 計

　　　　剰 余 金 合 計

　　　　資 本 合 計

　　　　負 債 資 本 合 計

4,712,552,511
△ 1,964,103,799

2,748,448,712

7,872,633,800

資　　本　　の　　部

8,818,498,609

97,919,506
139,303,067
14,686,315
19,172,821
12,073,079

283,154,788

0
120,215,258

120,215,258

403,370,046

9,221,868,655

17,094,502,455



　注記

Ⅰ．重要な会計方針
　平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用し、財務諸表等を作成している。
　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　たな卸資産（貯蔵品）　　　　　　先入先出法による原価法によっている。
　２　固定資産の減価償却の方法
　（１）　有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物　　　　　　　　　　　２０～５０年
　　　　　　構築物　　　　　　　　　　１０～６０年
　　　　　　機械及び装置　　　　　　　　６～２０年
　　　　　　器具及び備品　　　　　　　　２～１５年
　（２）　無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　ダム使用権　　　　　　　　　　　５５年
　３　引当金の計上方法
　（１）　退職給付引当金
　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額（簡便法により算出）に相当する金額を計上している。
　　　　なお、一般会計が負担すると見込まれる金額８０，７２５千円は除く。
　（２）　賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月
　　　までの４ヶ月分）を計上している。
　（３）　法定福利費引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額
　　　（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。
　（４）　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。
　４　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
　　　なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。
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Ⅱ．予定貸借対照表等関連
　１　担保に供している資産及びこれに対応する債務はなし。
　２　企業債の償還に係る他会計の負担はなし。
　３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項はなし。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

Ⅳ．その他の注記
　１　引当金の取崩し
　（１）　賞与引当金の取崩し
　　　　令和７年度において、期末手当及び勤勉手当として３４，４３７千円を支給することとなったため、賞与引当金１０，９３４千円を取
　　　り崩した。
　（２）　法定福利費引当金の取崩し
　　　　令和７年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として６，７８８千円を支給することとなったため、法定福利費引当金
　　　２，１４９千円を取り崩した。
　（３）　貸倒引当金の取崩し
　　　　令和７年度において、債権の不納欠損による損失２８１千円に充てることとなったため、貸倒引当金２８１千円を取り崩した。
　２　新会計基準移行に係る経過措置
　（１）　修繕引当金に関する経過措置
　　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。
　（２）　みなし償却制度の廃止に伴う経過措置
　　　　平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で、現に資本剰余金として整理している額については、
　　　平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金との対応関係を個別的に把握できる資産を除いた
　　　すべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的
　　　に整理している。


